
証券コード 6823
平成23年６月８日

株 主 各 位
東京都国分寺市東元町三丁目20番41号

代表取締役社長 井 上 清 恆

第90期定時株主総会招集ご通知
拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。
　このたびの東日本大震災により被災された皆様に謹んでお見舞い申し上げますとと
もに、一日も早い復興を心からお祈り申し上げます。
　さて、当社第90期定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご出席ください
ますようご通知申し上げます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができます
ので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用
紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成23年６月23日（木曜日）午後５時まで
に到着するようご返送いただきたくお願い申し上げます。

敬 具
記

1. 日 時 平成23年６月24日（金曜日）午前10時
2. 場 所 東京都国分寺市東元町三丁目20番41号

リオン株式会社 本社大会議室
3. 目 的 事 項

報 告 事 項 1. 第90期（平成22年４月１日から平成23年３月31日まで）事
業報告の内容、連結計算書類の内容並びに会計監査人及び監
査役会の連結計算書類監査結果報告の件

2. 第90期（平成22年４月１日から平成23年３月31日まで）計
算書類の内容報告の件

決 議 事 項
　 第１号議案 剰余金の処分の件
　 第２号議案 取締役５名選任の件
　 第３号議案 監査役１名選任の件
　 第４号議案 補欠監査役２名選任の件

以 上
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
◎ 当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出く

ださいますようお願い申し上げます。
◎ 当日は節電のため、冷房の温度を控え目に設定させていただきますので、軽装で

のご出席をお願い申し上げます。
◎ 本通知の添付書類及び株主総会参考書類に修正すべき事情が生じた場合は、イン

ターネット上の当社ウェブサイト（アドレスhttp://www.rion.co.jp）において、
修正後の事項を掲載させていただきます。
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(添付書類)
事 業 報 告

（平成22年４月１日から
平成23年３月31日まで）

１．企業集団の現況に関する事項
　(1) 事業の経過及びその成果
　全般的概況
　当連結会計年度の世界経済は、新興国の高い経済成長に牽引され全体として回復
基調で推移しました。わが国の経済も新興国向け輸出の拡大や各種経済対策の効果
から持ち直しておりましたが、３月11日に発生した東日本大震災の影響により、未
曾有の被害を受け混乱を極めるなど、期末にかけて景気の先行きに対し不透明感が
強いものとなりました。
　当社グループの業績につきましては、東日本大震災による販売の減少があったも
のの、通期では補聴器の新製品が好評を博したほか、医用検査機器、音響・振動計
測器及び微粒子計測器の販売が設備投資需要の回復により好調に推移したことから、
当連結会計年度の売上高は166億9,194万円（前期比3.7%増）となりました。また
利益面においても、生産の効率化と経費の節減によって、営業利益は13億3,812万
円（前期比74.5％増）、経常利益は13億444万円（前期比93.4％増）、当期純利益
は７億7,777万円（前期比109.2%増）と全てにおいて大幅な増益となりました。

　企業集団の部門別概況
　当社は平成22年４月１日に組織改編を行い、これまでの機能別組織から事業部制
組織体制に移行しました。事業部は医療機器事業部と環境機器事業部の２事業部か
ら成り、医療機器事業部では補聴器と医用検査機器、環境機器事業部では音響・振
動計測器と微粒子計測器を扱います。これに伴い事業セグメントも従来の４区分か
ら２区分に変更いたしました。したがって、前連結会計年度の実績との比較分析に
おいては、変更後の２区分に組み替えて記載しております。

　[医療機器事業］
　補聴器では、平成22年８月に普及価格帯を中心とした新製品を投入するととも
に、販売キャンペーンを全国展開したことにより、オーダーメイド補聴器を中心に
販売が好調に推移しました。期末には東日本大震災の影響により主に東北地方での
販売が落ち込みましたが、当連結会計年度への影響は限定的であり、通期では前連
結会計年度並みの売上高となりました。医用検査機器では、健診用オージオメータ、
インピーダンスオージオメータに加えて電子カルテ関連システムの販売が好調に推
移し、新生児の聴力障害を早期発見するための耳音響放射検査装置の販売が売上高
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の増加に寄与しました。
　医療機器事業の売上高は100億8,006万円（前期比0.9％増）、営業利益は９億
172万円（前期比48.0％増）と増収増益となりました。

　[環境機器事業］
　音響・振動計測器では、国内においては電機、自動車分野等の民間設備投資案件
に加え、電力、鉄道、空港などインフラ関連で、振動監視装置や騒音測定装置、地
震計等のシステム案件を受注しました。海外においてはアジアで販売が堅調に推移
し、欧州では航空機騒音監視装置の大型案件を受注し売上増加に貢献しました。微
粒子計測器では、主要マーケットである半導体関連市場においては国内から海外へ
の生産の委託が増加する中で、特に韓国・中国・台湾への売上が伸び、医薬関連市
場においては、再生医療研究施設へのシステム導入により販売が堅調に推移しまし
た。
　環境機器事業の売上高は66億1,188万円（前期比8.3％増）、営業利益は４億
3,640万円（前期比177.5％増）と大幅な増収増益となりました。

　 ① 企業集団の販売の状況の推移は、次のとおりであります。
(単位：千円)

期 別

事 業

第 87 期
平成20年３月期

第 88 期
平成21年３月期

第 89 期
平成22年３月期

第 90 期
平成23年３月期
(当連結会計年度)

医 療 機 器 11,048,067 10,526,942 9,993,013 10,080,064

環 境 機 器 8,142,778 6,550,159 6,107,864 6,611,884

合 計 19,190,845 17,077,101 16,100,878 16,691,948

　 ② 当社の販売の状況の推移は、次のとおりであります。
(単位：千円)

期 別

事 業

第 87 期
平成20年３月期

第 88 期
平成21年３月期

第 89 期
平成22年３月期

第 90 期
平成23年３月期
(当事業年度)

医 療 機 器 9,342,066 8,868,281 8,319,720 8,344,844

環 境 機 器 6,648,233 5,170,435 4,665,455 5,123,907

合 計 15,990,299 14,038,716 12,985,176 13,468,752

　(2) 設備投資の状況
当連結会計年度におきましては5億7,057万円の設備投資を行いました。主なもの
は、当社の本社(国分寺市)正門前の土地(540.48㎡ 1億7,937万円)の取得でありま
す。その他は通常の設備更新等によるものであります。

― 3 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2011年05月25日 14時10分 $FOLDER; 3ページ （Tess 1.40 20110126_02）



　(3) 資金調達の状況
当連結会計年度におきましては、通常の運転資金以外の調達はありません。当連
結会計年度末における有利子負債残高は45億8,368万円となり、前連結会計年度末
と比べて3億3,378万円減少いたしました。当社グループは、引き続き有利子負債の
圧縮を図り、支払利息の低減に努めてまいります。

　(4) 対処すべき課題
① 夏季の電力消費削減に向けた取り組み
　当社は、これまで環境管理活動の中で電力消費の削減に取り組んでまいりま
したが、今夏は最大電力消費量を削減することが政府より求められております。
当社では、営業日の見直し、生産設備や空調装置の稼働方法の見直しなどによ
ってこの削減に取り組んでまいります。
　なお、電力の需給逼迫によって停電が生じた場合の対策として、ＩＴシステ
ムの運用に支障が生じないよう非常用電源装置を設置する計画です。

　 ② 被災地域への支援
　被災地域の補聴器使用者に対する電池の無償提供や、当社補聴器の破損や紛
失に対する無償保障、義援金の提供などの支援を行ってまいります。

　 ③ 新規需要の創造
　事業部制への移行と同時に新設したＲ＆Ｄセンターを中心に、将来を見据え
た基礎技術と新技術の研究開発を推進し、財団法人小林理学研究所をはじめ大
学研究室、事業法人等との連携を一層密にして新たな需要を創造してまいりま
す。
当社グループ事業の国内市場が成熟・飽和市場となりつつある中で、成長を
持続するために中国を中心としたアジアの新興国市場の開拓に取り組みます。
中国に有する駐在員事務所ではサービス業務ができる拠点への拡充を検討し、
他の新興国においては事業展開の方向性を探ってまいります。
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　(5) 財産及び損益の状況
期 別

科 目

第 87 期
平成20年３月期

第 88 期
平成21年３月期

第 89 期
平成22年３月期

第 90 期
平成23年３月期
(当連結会計年度)

売 上 高(千円) 19,190,845 17,077,101 16,100,878 16,691,948

経 常 利 益(千円) 1,025,780 286,959 674,593 1,304,443

当期純利益又は当期純損失(△)(千円) 435,461 △514,778 371,832 777,770

１株当たり当期純利益又は当期純損失(△) 42円59銭 △49円18銭 35円50銭 74円25銭

総 資 産(千円) 23,657,064 22,330,471 22,031,758 22,453,082

純 資 産(千円) 10,321,251 9,668,377 9,935,268 10,553,915

　(6) 重要な親会社及び子会社の状況
　 ① 親会社の状況
　 該当事項はありません。

　 ② 重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 当 社 の
出資比率 主要な事業内容

リ オ ン 金 属 工 業 株 式 会 社 10,000千円 100％ 当社製品の製造

九 州 リ オ ン 株 式 会 社 36,000千円 100％ 当社製品の製造・販売

関 東 リ オ ン 株 式 会 社 10,000千円 100％ 当社製品の販売

リオンサービスセンター株式会社 30,000千円 100％ 当社製品のサービス

リ オ ン テ ク ノ 株 式 会 社 30,000千円 100％ 当社製品の製造

リオン計測器販売株式会社 20,000千円 100％ 当社製品の販売

東 海 リ オ ン 株 式 会 社 80,000千円 90％ 当社製品の販売
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　(7) 主要な事業内容
　当社グループは、補聴器、医用検査機器、音響・振動計測器、微粒子計測器の製
造、販売及びこれらに関連する部品、機器等の製造、販売を主な事業としており、
各事業の主な製品は次のとおりであります。

事 業 名 主 要 製 品 名

医 療 機 器

耳あな型オーダーメイド補聴器、既製耳あな型補聴器、耳かけ型補聴
器、ポケット型補聴器、難聴者訓練用機器、難聴者生活用関連機器、補
聴器特性測定装置、オージオメータ、インピーダンスオージオメータ、
電子カルテ関連システム、耳管機能検査装置、眼振計、聴力検査室、耳
音響放射検査装置、誘発反応検査装置、各製品の修理他

環 境 機 器
騒音計、振動計、周波数分析器、記録計、地震計、音響振動計測システ
ム製品、粘度計、航空機騒音監視システム、気中微粒子計、液中微粒子
計、微粒子計測システム製品、各製品の修理他

　(8) 主要な営業所及び工場
　 ① 当社

本 社 工 場 東京都国分寺市東元町

リ オ ネ ッ ト セ ン タ ー 東京都渋谷区代々木

仙 台 営 業 所 宮城県仙台市太白区南大野田

東 京 営 業 所 東京都文京区本郷

東 海 営 業 所 愛知県名古屋市中区丸の内

西 日 本 営 業 所 大阪府大阪市北区梅田

　 ② 子会社

リ オ ン 金 属 工 業 株 式 会 社 東京都西多摩郡瑞穂町

九 州 リ オ ン 株 式 会 社 福岡県福岡市博多区

関 東 リ オ ン 株 式 会 社 埼玉県さいたま市浦和区

リオンサービスセンター株式会社 東京都八王子市兵衛

リ オ ン テ ク ノ 株 式 会 社 東京都八王子市兵衛

リ オ ン 計 測 器 販 売 株 式 会 社 埼玉県さいたま市南区

東 海 リ オ ン 株 式 会 社 愛知県名古屋市中区
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　(9) 従業員の状況
　 ① 企業集団の従業員の状況

事 業 名 従 業 員 数

医 療 機 器 事 業 433名

環 境 機 器 事 業 259名

共 通 109名

合 計 801名

（注）従業員数は就業人員数（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社
グループへの出向者を含む）であります。

　 ② 当社の従業員の状況

従 業 員 数 平 均 年 令 平均勤続年数

497名 42.0才 19.1年

（注）従業員数は就業人員数（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む）で
あります。

(10) 主要な借入先

借 入 先 借 入 金 残 高

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 1,260,000千円

株 式 会 社 八 十 二 銀 行 194,715千円

中 央 三 井 信 託 銀 行 株 式 会 社 193,150千円

（注）なお、株式会社みずほ銀行引受の私募債1,350,000千円及び株式会社三井住友銀行引受の私募
債1,070,000千円が社債残高となっております。
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２．会社の株式に関する事項
（1）発行可能株式総数 32,000,000株

（2）発行済株式の総数 10,492,000株
（自己株式17,063株を含む。）

（3）株 主 数 2,857名

（4）大 株 主

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

財 団 法 人 小 林 理 学 研 究 所 3,130,700株 29.89％

リ オ ン 取 引 先 持 株 会 582,900株 5.56％

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 490,000株 4.68％

リ オ ン 従 業 員 持 株 会 381,000株 3.64％

中 央 三 井 信 託 銀 行 株 式 会 社 260,000株 2.48％

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 254,900株 2.43％

株 式 会 社 み ず ほ コ ー ポ レ ー ト 銀 行 238,200株 2.27％

東 京 海 上 日 動 火 災 保 険 株 式 会 社 202,600株 1.93％

共 栄 火 災 海 上 保 険 株 式 会 社 200,000株 1.91％

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 150,000株 1.43％

（注）持株比率は、自己株式17,063株を控除して計算しております。
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３．会社の新株予約権等に関する事項
（1）当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権の状況
該当事項はありません。

（2）当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権の状況

発 行 決 議 日 平成22年６月25日定時株主総会決議及び平成22年７月21日
取締役会決議

新 株 予 約 権 の 数 6,120個

新株予約権の目的となる
株 式 の 種 類 と 数

普通株式 612,000株
（新株予約権1個につき100株）

新 株 予 約 権 の 払 込 金 額 無償

新株予約権の行使に際して
出 資 さ れ る 財 産 の 価 額

新株予約権1個当たり52,100円
（1株当たり521円）

新 株 予 約 権 の う ち
自 己 新 株 予 約 権 の 数 50個

権 利 行 使 期 間 平成24年７月22日から平成27年７月21日まで

行 使 の 条 件

①新株予約権の割当を受けた者(以下、「新株予約権者」とい
う。）は、権利行使時においても、当社及び当社子会社の取
締役、監査役及び従業員の地位にあることを要する。ただ
し、任期満了による退任、定年による退職、会社都合によ
る退職、その他これに準ずる正当な事由により当社取締役
会が承認した場合はこの限りではない。
②新株予約権者が死亡した場合は、新株予約権の相続を認め
ないものとする。
③その他の条件については、株主総会決議及び取締役会決議
に基づき、別途当社と新株予約権者との間で締結した「新
株予約権割当契約」に定めるところによる。

使 用 人 等 へ の 交 付 状 況
当社使用人
　 新株予約権の数 6,120個
　 目的となる株式の種類と数 普通株式612,000株
　 交付者数 464人

（3）その他新株予約権等に関する重要な事項
該当事項はありません。
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４．会社役員に関する事項
（1）取締役及び監査役の氏名等

地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代表取締役社長 井 上 清 恆

取 締 役 清 水 健 一 グループ経営戦略室長

取 締 役 佐 藤 隆 雄 環境機器事業部長

取 締 役 吉 川 教 治 Ｒ＆Ｄセンター長

取 締 役 山 下 充 康 財団法人小林理学研究所理事長

常 勤 監 査 役 山 本 敏 雄

監 査 役 伊 藤 幸 雄 公認会計士（伊藤幸雄公認会計士事務所)

監 査 役 石 谷 勉 弁護士（石谷法律事務所）

（注）1. 取締役山下充康氏は、社外取締役であります。
2. 監査役伊藤幸雄及び石谷勉の両氏は、社外監査役であります。なお、当社は両氏を東京証
券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

3. 監査役伊藤幸雄氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の
知見を有するものであります。

4. 当社は執行役員制度を導入しており、その陣容は次のとおりであります。

地 位 氏 名 担 当

※常務執行役員 清 水 健 一 グループ経営戦略室長

※常務執行役員 佐 藤 隆 雄 環境機器事業部長

※上席執行役員 吉 川 教 治 Ｒ＆Ｄセンター長

　上席執行役員 古 見 東 勝 九州リオン株式会社代表取締役社長

　上席執行役員 山 根 昇 管理支援本部長

　上席執行役員 井 川 高 義 環境機器事業部副事業部長

　上席執行役員 大 内 武 彦 医療機器事業部長

　上席執行役員 小 幡 潔 品質保証推進本部長

　上席執行役員 田 中 実 医療機器事業部副事業部長

　執 行 役 員 上 田 一 男 医療機器事業部営業部長

　執 行 役 員 葛 西 信 雄 リオンテクノ株式会社代表取締役社長

　執 行 役 員 冨 田 正 信 リオンサービスセンター株式会社代表取締役社長

　執 行 役 員 岩 橋 清 勝 環境機器事業部開発部長

　執 行 役 員 舘 野 誠 医療機器事業部開発部長
（注）1. ※の執行役員は、取締役を兼務しております。

2. 古見東勝氏は、平成23年３月31日付にて上席執行役員及び九州リオン株式会社代表取締役
社長を退任いたしました。
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　(2) 取締役及び監査役の報酬等の額

区 分 人 数 報 酬 等 の 額

取 締 役 5名 86,490千円

監 査 役 3名 25,140千円
計

(うち社外役員)
8名
( 3名)

111,630千円
( 14,940千円)

（注）1. 取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
2. 取締役の報酬の限度額は、平成10年６月26日開催の第77期定時株主総会において年額２
億5,000万円以内（使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。）と決議いた
だいております。

3. 監査役の報酬の限度額は、平成４年６月19日開催の第71期定時株主総会において年額
3,000万円以内と決議いただいております。

　(3) 社外役員に関する事項
社外役員の主な活動状況

区 分 氏 名 取締役会及び監査役会への出席状況及び発言状況

取 締 役 山 下 充 康
当事業年度開催の取締役会18回のうち16回に出席し、
音響分野における深い見識に基づき経営全般にわたる発
言を行っております。

監 査 役 伊 藤 幸 雄
当事業年度開催の取締役会18回の全てに出席し、監査
役会18回のうち17回に出席し、主に公認会計士として
の専門的見地からの発言を行っております。

監 査 役 石 谷 勉
当事業年度開催の取締役会18回の全てに出席し、監査
役会18回の全てに出席し、主に弁護士としての専門的
見地からの発言を行っております。

（注）1. 社外取締役の山下充康氏は、当社発行済株式の29.89％を所有する大株主である財団法人小
林理学研究所の理事長であります。財団法人小林理学研究所と当社の間には、研究委託等
の取引があります。

2. 当社と社外取締役及び社外監査役は、会社法第423条第１項に定める賠償責任を限定する
契約を締結しており、当該契約に基づく賠償責任限度額は、同法第425条第１項各号に定
める金額の合計額としております。

５．会計監査人の状況
　(1) 会計監査人の名称
　 新日本有限責任監査法人
　(2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額
　 ① 当社の会計監査人としての報酬等の額

公認会計士法第２条第１項の業務に係る報酬等の額 24,750千円
公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務に係る報酬等の額 200千円
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　 ② 会計監査人に当社及び子会社が支払う報酬等の合計額 24,950千円
（注） 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づ

く監査の監査報酬の額を区分しておりませんので、①の金額には金融商品取引法に基づく監
査の報酬等の額を含めて記載しております。

　(3) 非監査業務の内容
　 特許ライセンス契約に基づく数量報告の検証作業

　(4) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針
　当社は、会社法第340条に定める監査役会による会計監査人の解任のほか、会計
監査人の監査業務の適格性及び職務の執行において、その職責を果たすうえで重要
な疑義を抱く事象が生じた場合、または会計監査人の継続監査年数、業務執行の品
質等を勘案し、会計監査人を変更することが妥当であると取締役会が判断した場合
には、監査役会の同意を得たうえで、会計監査人の解任または不再任の議案を株主
総会に上程する方針であります。

６．業務の適正を確保するための体制
　(1) 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

① 当社は、グループ経営戦略室担当役員を法令順守に係る統括責任者とし、「法
令・社内標準等順守規定」に基づき、取締役の職務の執行が関係法令、定款、
社内標準等に適合する法令順守体制を維持・推進する。
② 「内部通報規定」に基づき、取締役の職務の執行が関係法令、定款、社内標準
等に適合する体制を維持・推進する。
③ 監査役と監査部が連携して企業理念、経営理念、行動規範、関係法令、定款
等の順守に係る社内標準に基づく職務の執行状況を定期的に監査し、取締役会
に報告するとともにレビューを行い、改善を図る。

　(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　当社は、取締役会の議事録及び取締役の職務執行に係る情報、その他稟議書等の
社内文書は、「取締役会規則」及び「文書取扱規定」の定めにより適切に作成・保存
し、取締役及び監査役が確実かつ速やかに検索・閲覧可能な状態で保管・管理する。

　(3) 損失の危機の管理に関する規定その他の体制
① 当社は、社長の任命により取締役をリスク管理に係る推進責任者とし、さら
に、部門担当役員を各部門のリスク管理者とし、業務プロセス毎のリスクに対
して適正な内部統制を行う。
② リスク管理に係る「リスク管理規定」、「法令・社内標準等順守規定」、「財務
報告に係る内部統制規定」、「内部通報規定」、「経理規定」、「与信管理規定」、
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「個人情報管理規定」等を含む社内標準に基づき、予測されるリスクに対して適
正な内部統制を行う。

　 ③ 不測の事態が生じた場合には、「緊急事態対策規定」に基づき対処する。

　(4) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
① 当社は、「取締役会規則」に基づき、取締役会を月１回定時に開催するほか、
必要に応じて適宜臨時に開催して、当社の経営方針及び経営戦略等に係る重要
事項を決議する。
② 職務執行の具体策については、定期的に開催する経営会議において審議し、
取締役会の決議に資する。
③ 取締役会決議及び経営会議の審議結果のうち、全社員に周知する必要のある
事項については、各部門の部課長会を通じて周知し、「職務権限規定」に基づ
き、使用人に対して有効かつ効率的な職務の執行を指示する。

　(5) 使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
　当社は、「法令・社内標準等順守規定」及び「教育・訓練に関する規定」に基づ
き、企業理念をはじめとする法令順守に係る教育・訓練を定期的に実施し、「品質監
査規定」、「環境監査規定」及び「内部監査規定」に基づく監査を定期的に実施して、
使用人の法令順守体制の実効を図る。

(6) 当社並びに当社の子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するため
の体制
① 当社は、当社の子会社における業務の適正を確保するため、当社の企業理念、
経営理念及び行動規範をすべての子会社に適用し、これらを基礎として、当社
の子会社の行動基準、諸規定等を定めるものとし、当社の子会社の経営管理は、
「関係会社管理規定」に基づいて行う。
② 当社の子会社毎に管理担当者を派遣し、各管理担当者は、当社の子会社の監
査担当役員及び監査役の指示に基づき、業務の適正化に係る体制の維持・推進
を図る。
③ グループ経営戦略室担当役員は、当社の子会社にかかわるグループ戦略会議
を定期的に招集・開催して、円滑な情報交換を図ることにより、当社の子会社
各社の業務の適正化を推進する。

(7) 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使
用人に関する事項

　当社は、監査役から求めがあった場合、監査役の職務を補助する使用人を置くも
のとする。
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　(8) 前項の使用人の取締役からの独立性に関する事項
　当社は、監査役の職務を補助する使用人の人事に関する事項の決定に際しては、
監査役の事前の同意を得るものとする。

(9) 取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に
関する体制
① 当社は、取締役及び使用人が監査役に報告する事項及び時期を予め定め、業
務又は事業の業績に重大な影響を及ぼす事項については、取締役及び使用人が
監査役に随時報告する体制を維持する。
② 「内部通報規定」を適切に運用することにより、法令違反等については監査役
に随時報告する体制を維持する。

(10) その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
① 当社は、「監査役会規則」に基づき、定期的に監査役会を開催し、監査の方
針、監査計画、監査の方法等については、監査役会の決議をもって策定する。
② 監査役は、監査部の監査計画、監査の方法等について協議するとともに、内
部監査報告書及び指摘事項措置報告書に対する意見交換を行うなど、密接な連
携を図る。
③ 監査役が、会計監査人及び取締役から当社に著しい損害を及ぼすおそれのあ
る事実を発見した旨の報告を受けた場合には、その事実を監査役会に報告する。
監査役会はその事実を精査する。

(11) 反社会的勢力の排除に関する体制
① 当社は、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力・団体に対して
断固とした態度で対応し、一切の関係を遮断すること、それらの行動を助長す
るような行為を行わないことを基本方針とする。
② 行動規範に反社会的勢力の排除について明記し、全役職員への周知徹底を図
る。
③ 「反社会的勢力の排除に関する規定」に基づき、警察等の外部専門機関と連携
して不当要求等を拒絶する体制を維持する。
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連 結 貸 借 対 照 表
(平成23年３月31日現在)

(単位：千円)
資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産 10,887,707 流 動 負 債 4,355,585
現 金 及 び 預 金 2,078,407 支 払手形及び買掛金 1,035,493
受 取手形及び売掛金 5,122,895 1年以内償還予定の社債 860,000
た な 卸 資 産 2,877,129 短 期 借 入 金 815,380
前 払 費 用 126,875 未 払 法 人 税 等 442,341
未 収 入 金 110,094 未 払 消 費 税 等 23,274
繰 延 税 金 資 産 581,535 未 払 費 用 179,644
そ の 他 48,091 賞 与 引 当 金 719,130
貸 倒 引 当 金 △57,322 製 品 保 証 引 当 金 145,534

固 定 資 産 11,565,375 返 品 調 整 引 当 金 46,793
有 形 固 定 資 産 9,191,130 そ の 他 87,992
建 物 及 び 構 築 物 2,199,245 固 定 負 債 7,543,581
機械装置及び運搬具 271,478 社 債 1,560,000
工 具、 器 具 及 び 備 品 449,533 長 期 借 入 金 1,342,695
土 地 6,184,531 退 職 給 付 引 当 金 2,459,623
建 設 仮 勘 定 80,994 再評価に係る繰延税金負債 2,081,324
そ の 他 5,346 そ の 他 99,937
無 形 固 定 資 産 479,788 負 債 合 計 11,899,167
ソ フ ト ウ エ ア 291,332 純 資 産 の 部
ソフトウエア仮勘定 170,255 株 主 資 本 7,432,361
そ の 他 18,199 資 本 金 1,284,976
投 資 そ の 他 の 資 産 1,894,456 資 本 剰 余 金 1,708,474
投 資 有 価 証 券 469,751 利 益 剰 余 金 4,448,982
長 期 貸 付 金 96,018 自 己 株 式 △10,071
長 期 前 払 費 用 23,750 その他の包括利益累計額 3,110,195
敷 金 及 び 保 証 金 179,580 その他有価証券評価差額金 82,492
繰 延 税 金 資 産 944,814 土 地 再 評 価 差 額 金 3,030,089
そ の 他 238,129 為 替 換 算 調 整 勘 定 △2,387
貸 倒 引 当 金 △57,588 新 株 予 約 権 11,358

純 資 産 合 計 10,553,915
資 産 合 計 22,453,082 負債・純資産合計 22,453,082

(注) 表示金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書

（平成22年４月１日から
平成23年３月31日まで）

(単位：千円)

売 上 高 16,691,948

売 上 原 価 8,364,241

売 上 総 利 益 8,327,707

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 6,989,580

営 業 利 益 1,338,127

営 業 外 収 益

受 取 利 息 5,164

受 取 配 当 金 9,195

受 取 家 賃 32,248

雑 収 入 52,493 99,101

営 業 外 費 用

支 払 利 息 70,298

雑 支 出 62,486 132,785

経 常 利 益 1,304,443

特 別 利 益

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 4,592 4,592

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 17,192

固 定 資 産 売 却 損 163

投 資 有 価 証 券 評 価 損 1,253

投 資 有 価 証 券 売 却 損 2,425

災 害 に よ る 損 失 9,786 30,821

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 1,278,214

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 610,958

法 人 税 等 調 整 額 △110,513 500,444

少 数 株 主 損 益 調 整 前 当 期 純 利 益 777,770

当 期 純 利 益 777,770

(注) 表示金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 株 主 資 本 等 変 動 計 算 書

（平成22年４月１日から
平成23年３月31日まで）

(単位：千円)

項目
株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計
平成22年３月31日残高 1,284,976 1,708,474 3,828,336 △10,071 6,811,715
連結会計年度中の変動額
剰 余 金 の 配 当 △157,124 △157,124
当 期 純 利 益 777,770 777,770
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 ― ― 620,645 ― 620,645
平成23年３月31日残高 1,284,976 1,708,474 4,448,982 △10,071 7,432,361

(単位：千円)

項目
その他の包括利益累計額

その他
有価証券
評価差額金

土地再評価
差額金

為替換算
調整勘定

その他の
包括利益
累計額合計

平成22年３月31日残高 95,326 3,030,089 △1,862 3,123,553
連結会計年度中の変動額
剰 余 金 の 配 当
当 期 純 利 益
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額) △12,833 △524 △13,358

連結会計年度中の変動額合計 △12,833 ― △524 △13,358
平成23年３月31日残高 82,492 3,030,089 △2,387 3,110,195

(単位：千円)
項目 新株予約権 純資産合計

平成22年３月31日残高 ― 9,935,268
連結会計年度中の変動額
剰 余 金 の 配 当 △157,124
当 期 純 利 益 777,770
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額) 11,358 △1,999

連結会計年度中の変動額合計 11,358 618,646
平成23年３月31日残高 11,358 10,553,915
(注) 表示金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 注 記 表

1. 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記
(1) 連結の範囲に関する事項
① 連結子会社の数 ７社
連結子会社の名称 リオン金属工業㈱

九州リオン㈱
関東リオン㈱
リオンサービスセンター㈱
リオンテクノ㈱
リオン計測器販売㈱
東海リオン㈱

② 非連結子会社の数 ３社
非連結子会社の名称 ㈲アールアイ

㈱福岡補聴器センター
東京リオネット販売㈱

連結の範囲から除いた理由
非連結子会社は小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益及び利益
剰余金等が連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないためであります。

　(2) 持分法の適用に関する事項
① 持分法を適用した関連会社数 １社
持分法を適用した関連会社の名称 理音電子工業股份有限公司

　 ② 持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社のうち主要な会社の名称
㈲アールアイ
㈱福岡補聴器センター
東京リオネット販売㈱

持分法を適用しない理由
持分法非適用会社は、当期純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であ
り、かつ全体としても重要性がないため、持分法の適用から除外しておりま
す。

　(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項
　 すべての連結子会社の事業年度の末日は連結決算日と一致しております。
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　(4) 会計処理基準に関する事項
　 ① 重要な資産の評価基準及び評価方法
　 有価証券
　 その他有価証券

　時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純
資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により
算定）

　時価のないもの 移動平均法による原価法
デリバティブ 時価法
たな卸資産 移動平均法に基づく原価法（収益性の低下による簿価切

り下げの方法）によっております。ただし、貯蔵品につ
いては最終仕入原価法によっております。

　 ② 重要な減価償却資産の減価償却の方法
有形固定資産
（リース資産を
　除く）

定率法によっております。
ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附
属設備は除く）については、定額法によっております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物及び構築物 ７～50年
機械装置及び運搬具 ５～20年
工具、器具及び備品 ２～20年

無形固定資産
（リース資産を
　除く）

定額法によっております。ただし、自社利用のソフトウ
エアについては、社内における利用可能期間（５年）に
基づく定額法によっております。

リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資
産
リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額
法を採用しております。
なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、
リース取引開始日が平成20年３月31日以前のリース取引
については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計
処理によっております。

長期前払費用 定額法によっております。
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　 ③ 重要な繰延資産の処理方法
社債発行費等 支出時に全額費用として処理しております。

　 ④ 重要な引当金の計上基準
貸倒引当金 売上債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率等により、貸倒懸念債権等特定の
債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見
込額を計上しております。

賞与引当金 従業員に対して支給する賞与に充てるため、当連結会計
年度に帰属する賞与の支払額を見積計上しております。

製品保証引当金 製品の保証期間中の費用の支出に備えるため、過去の実
績を基礎に将来発生すると見込まれる金額を計上してお
ります。

返品調整引当金 返品による損失に備えるため、過去の実績を基礎に将来
発生すると見込まれる金額を計上しております。

退職給付引当金 従業員に対する退職給付に備えるため、当連結会計年度
末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、
当連結会計年度末において発生していると認められる額
を計上しております。なお、会計基準変更時差異
（3,319,845千円）については、14年による按分額を費
用処理しております。
過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期
間以内の一定の年数（14年）による按分額を費用処理し
ております。
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における
従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（14年）に
よる按分額を翌連結会計年度から費用処理しております。

　 ⑤ 重要な外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換
算差額は損益として処理しております。なお、在外持分法適用会社の資産、
負債、収益及び費用は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換
算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含まれております。
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　 ⑥ 重要なヘッジ会計の方法
ヘッジ会計の方法 金利スワップについては、特例処理の要件を満たしてお

りますので、特例処理を行っております。
　 ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段 金利スワップ取引
ヘッジ対象 借入金の金利

ヘッジ方針 金利の相場変動に伴うリスクの軽減、資金調達コストの
低減を目的に金利に係るデリバティブ取引を行っており
ます。
投機目的のデリバティブ取引は行わない方針であります。

　 ヘッジ有効性評価の方法
金利スワップの特例処理の要件を満たしているため有効
性の判定を省略しております。

　 その他リスク管理方法のうちヘッジ会計に係るもの
デリバティブ取引に関する社内規定に基づき取引を行っ
ております。

　 ⑦ 消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。また、たな卸資産に係
る控除対象外消費税等は当連結会計年度の負担すべき期間費用として処理し
ており、固定資産に係る控除対象外消費税等は長期前払費用として計上し、
５期間にわたり償却しております。

2. 会計処理の変更
　 資産除去債務に関する会計基準等

当連結会計年度より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号
平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業
会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用しております。
なお、この変更による損益への影響はありません。

3. 表示方法の変更
　 連結損益計算書関係

当連結会計年度より、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号
平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関す
る規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内閣府令第５号）
を適用し、「少数株主損益調整前当期純利益」の科目を表示しております。
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4. 連結貸借対照表に関する注記
(1) たな卸資産の内訳
　 製 品 1,255,386千円
　 仕 掛 品 564,224千円
　 原材料及び貯蔵品 1,057,518千円

　(2) 担保資産及び担保付債務
　 担保に供している資産は次のとおりであります。
　 銀行取引の担保に供している資産

建 物 1,325,971千円
土 地 4,583,331千円
合 計 5,909,302千円

　(3) 有形固定資産の減価償却累計額 10,185,582千円
　(4) 土地の再評価

土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）及び土地の
再評価に関する法律の一部を改正する法律（平成13年３月31日公布法律第19
号）に基づき、事業用の土地の再評価を行い、再評価に係る繰延税金負債を負
債の部及び土地再評価差額金を純資産の部に計上しております。

　 再評価の方法
土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）
第２条第５号に定める不動産鑑定士による鑑定評価により算出しておりま
す。

　再評価を行った年月日 平成13年３月31日

5. 連結損益計算書に関する注記
(1) 返品調整引当金

　 売上原価には以下の金額が含まれております。
返品調整引当金戻入 △49,788千円
返品調整引当金繰入 46,793千円
合 計 △2,994千円

　(2) 災害による損失は、平成23年３月に発生した東日本大震災による損失を計上し
ており、その内容は以下のとおりであります。
たな卸資産廃棄損 2,439千円
固定資産修繕費用 1,253千円
取引先等に対する見舞金 1,490千円
被災者に対する自社製品の無償提供等 4,055千円
その他 548千円
合 計 9,786千円

― 22 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2011年05月25日 14時10分 $FOLDER; 22ページ （Tess 1.40 20110126_02）



6. 連結株主資本等変動計算書に関する注記
(1) 発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末
（株）

増加
（株）

減少
（株）

当連結会計年度末
（株）

普通株式 10,492,000 ― ― 10,492,000

(2) 自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末
(株)

増加
(株)

減少
(株)

当連結会計年度末
(株)

普通株式 17,063 ― ― 17,063

(3) 配当に関する事項
① 配当金支払額

決 議 株式の種類 配 当 金の
総額(千円)

１株当たり
配当額(円) 基準日 効力発生日

平成22年
６月25日
定時株主総会

普通株式 157,124 15 平成22年
３月31日

平成22年
６月28日

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会
計年度となるもの

決 議 株式の
種 類

配当の
原 資

配当金
の総額
(千円)

１株当た
り配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成23年
６月24日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 188,548 18 平成23年
３月31日

平成23年
６月27日

7. 金融商品に関する注記
(1) 金融商品の状況に関する事項
当社グループは、資金運用については主に短期的な預金等に限定し、また、資
金調達については銀行等金融機関からの借入及び社債発行によっております。
受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規定に沿ってリスク
低減を図っております。また、投資有価証券は主として株式であり、上場株式
については四半期ごとに時価の把握を行っております。
借入金の使途は主として運転資金であり、金利変動リスクに対しては金利スワ
ップ取引を実施して支払利息の固定化を実施しております。なお、デリバティ
ブはデリバティブ取引規定に従い、実需の範囲で行うこととしております。
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(2) 金融商品の時価等に関する事項
連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり
ます。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には
含めておりません。

連結貸借対照表
計上額
（千円）

時価
（千円）

差額
（千円）

① 現金及び預金 2,078,407 2,078,407 ─

② 受取手形及び売掛金 5,122,895 5,122,895 ─

③ 投資有価証券
　 その他有価証券 394,320 394,320 ─

④ 支払手形及び買掛金 (1,035,493) (1,035,493) ─

⑤ 社債 (2,420,000) (2,436,919) (16,919)

⑥ 長期借入金 (2,158,075) (2,172,691) (14,616)

⑦ デリバティブ取引 ─ ─ ─
（注）1. 負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。

2. 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
① 現金及び預金、② 受取手形及び売掛金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額
によっております。

③ 投資有価証券
株式の時価については、取引所の価格によっております。

④ 支払手形及び買掛金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額
によっております。

⑤ 社債
当社の発行する社債の時価は、元利金の合計額を当該社債の残存期間及び信用リスクを加
味した利率で割り引いた現在価値により算定しております。

⑥ 長期借入金
長期借入金の時価については、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定
される利率で割り引いた現在価値により算定しております。金利スワップの特例処理の対
象とされている長期借入金は、当該金利スワップと一体として処理された元利金の合計額
を、同様の借入を行った場合に適用される合理的に見積もられる利率で割り引いた現在価
値により算定しております。

⑦ デリバティブ取引
金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として
処理されているため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております（上
記⑥参照）。
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3. 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分 連結貸借対照表計上額
(千円)

非上場株式 66,891

投資事業有限責任組合及び
それに類する組合への出資 8,539

上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「③
投資有価証券」には含めておりません。

8. １株当たり情報に関する注記
　(1) １株当たり純資産額 1,006円46銭
　(2) １株当たり当期純利益 74円25銭

9. 重要な後発事象に関する注記
　 該当事項はありません。
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貸 借 対 照 表
(平成23年３月31日現在)

(単位：千円)
資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産 9,200,452 流 動 負 債 3,979,649
現 金 及 び 預 金 1,227,906 買 掛 金 996,163
受 取 手 形 1,706,939 1年内償還予定の社債 860,000
売 掛 金 3,076,437 1年内返済予定の長期借入金 815,380
た な 卸 資 産 2,554,151 未 払 金 28,778
前 渡 金 36,514 未 払 費 用 143,443
前 払 費 用 91,835 未 払 法 人 税 等 331,542
未 収 収 益 22 前 受 金 2,474
未 収 入 金 116,299 預 り 金 36,848
繰 延 税 金 資 産 440,494 賞 与 引 当 金 566,836
そ の 他 2,350 製 品 保 証 引 当 金 145,534
貸 倒 引 当 金 △52,500 返 品 調 整 引 当 金 43,931

固 定 資 産 11,480,435 そ の 他 8,716
有 形 固 定 資 産 9,018,495 固 定 負 債 7,431,248
建 物 2,089,265 社 債 1,560,000
構 築 物 30,403 長 期 借 入 金 1,342,695
機 械 及 び 装 置 262,977 再評価に係る繰延税金負債 2,081,324
工 具、 器 具 及 び 備 品 388,767 退 職 給 付 引 当 金 2,360,990
土 地 6,166,085 長 期 預 り 保 証 金 18,477
建 設 仮 勘 定 80,994 そ の 他 67,760

無 形 固 定 資 産 462,357 負 債 合 計 11,410,897
特 許 権 421 純 資 産 の 部
商 標 権 1,261 株 主 資 本 6,145,997
ソ フ ト ウ エ ア 289,190 資 本 金 1,284,976
ソフトウエア仮勘定 170,255 資 本 剰 余 金 1,708,474
そ の 他 1,229 資 本 準 備 金 1,708,474

投 資 そ の 他 の 資 産 1,999,582 利 益 剰 余 金 3,162,619
投 資 有 価 証 券 419,792 利 益 準 備 金 162,400
関 係 会 社 株 式 192,089 そ の 他 利 益 剰 余 金 3,000,219
関 係会社長期貸付金 500,152 別 途 積 立 金 2,280,000
長 期 前 払 費 用 23,484 圧 縮 記 帳 積 立 金 103,570
敷 金 及 び 保 証 金 76,078 繰 越 利 益 剰 余 金 616,649
保 険 積 立 金 207,402 自 己 株 式 △10,071
繰 延 税 金 資 産 900,768 評価・換算差額等 3,112,634
そ の 他 5,439 その他有価証券評価差額金 82,544
貸 倒 引 当 金 △325,624 土 地 再 評 価 差 額 金 3,030,089

新 株 予 約 権 11,358
純 資 産 合 計 9,269,990

資 産 合 計 20,680,888 負債・純資産合計 20,680,888
(注) 表示金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

― 26 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2011年05月25日 14時10分 $FOLDER; 26ページ （Tess 1.40 20110126_02）



損 益 計 算 書

（平成22年４月１日から
平成23年３月31日まで）

(単位：千円)
売 上 高 13,468,752
売 上 原 価 7,325,962
売 上 総 利 益 6,142,789

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 5,203,679
営 業 利 益 939,109

営 業 外 収 益
受 取 利 息 12,542
受 取 配 当 金 16,783
受 取 家 賃 76,595
雑 収 入 52,072 157,994
営 業 外 費 用
支 払 利 息 44,018
社 債 利 息 26,233
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 76,771
雑 支 出 49,356 196,379
経 常 利 益 900,723

特 別 損 失
固 定 資 産 除 却 損 17,057
投 資 有 価 証 券 評 価 損 765
投 資 有 価 証 券 売 却 損 2,425
関 係 会 社 株 式 評 価 損 488
災 害 に よ る 損 失 8,392 29,129
税 引 前 当 期 純 利 益 871,594
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 448,805
法 人 税 等 調 整 額 △60,350 388,454
当 期 純 利 益 483,140

(注) 表示金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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株 主 資 本 等 変 動 計 算 書

（平成22年４月１日から
平成23年３月31日まで）

(単位：千円)

項目
株 主 資 本

資 本 金
資 本 剰 余 金

資本準備金 資本剰余金合計
平成22年３月31日残高 1,284,976 1,708,474 1,708,474
事業年度中の変動額
剰 余 金 の 配 当
当 期 純 利 益
圧縮記帳積立金取崩額
株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計 ― ― ―
平成23年３月31日残高 1,284,976 1,708,474 1,708,474

(単位：千円)

項目

株 主 資 本
利 益 剰 余 金

利益準備金
その他利益剰余金 利益剰余金

合計別途積立金 圧縮記帳
積立金

繰越利益
剰余金

平成22年３月31日残高 162,400 2,280,000 107,573 286,629 2,836,602
事業年度中の変動額
剰 余 金 の 配 当 △157,124 △157,124
当 期 純 利 益 483,140 483,140
圧縮記帳積立金取崩額 △4,003 4,003 ―
株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計 ― ― △4,003 330,019 326,016
平成23年３月31日残高 162,400 2,280,000 103,570 616,649 3,162,619
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(単位：千円)

項目
株 主 資 本

自己株式 株主資本合計
平成22年３月31日残高 △10,071 5,819,981
事業年度中の変動額
剰 余 金 の 配 当 △157,124
当 期 純 利 益 483,140
圧縮記帳積立金取崩額 ―
株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計 ― 326,016
平成23年３月31日残高 △10,071 6,145,997

(単位：千円)

項目
評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計その他
有価証券
評価差額金

土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

平成22年３月31日残高 95,336 3,030,089 3,125,425 ― 8,945,407
事業年度中の変動額
剰 余 金 の 配 当 △157,124
当 期 純 利 益 483,140
圧縮記帳積立金取崩額 ―
株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額(純額) △12,791 △12,791 11,358 △1,432

事業年度中の変動額合計 △12,791 ― △12,791 11,358 324,583
平成23年３月31日残高 82,544 3,030,089 3,112,634 11,358 9,269,990
(注) 表示金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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個 別 注 記 表

1. 重要な会計方針に係る事項に関する注記
(1) 有価証券の評価基準及び評価方法
子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法
その他有価証券
　時価のあるもの 決算期末日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は
移動平均法により算定）

　時価のないもの 移動平均法による原価法
　(2) デリバティブの評価基準及び評価方法

時価法
　(3) たな卸資産の評価基準及び評価方法

移動平均法に基づく原価法（収益性の低下による簿価切り下げの方法）によっ
ております。ただし、貯蔵品については最終仕入原価法によっております。

　(4) 固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産
（リース資産を
　除く）

定率法によっております。
ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附
属設備は除く）については、定額法によっております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物及び構築物 ７～50年
機械装置及び運搬具 ５～20年
工具、器具及び備品 ２～20年

② 無形固定資産
（リース資産を
　除く）

定額法によっております。
ただし、自社利用のソフトウエアについては、社内にお
ける利用可能期間（５年）に基づく定額法によっており
ます。

③ リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資
産
リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額
法を採用しております。
なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、
リース取引開始日が平成20年３月31日以前のリース取引
については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計
処理によっております。
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④ 長期前払費用 定額法によっております。
　(5) 繰延資産の処理方法

社債発行費等 支出時に全額費用として処理しております。
　(6) 引当金の計上基準

① 貸倒引当金 売上債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権
については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債
権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込
額を計上しております。

② 賞与引当金 従業員に対して支給する賞与に充てるため、当事業年度
に帰属する賞与の支払額を見積計上しております。

③ 製品保証引当金 製品の保証期間中の費用の支出に備えるため、過去の実
績を基礎に将来発生すると見込まれる金額を計上してお
ります。

④ 返品調整引当金 返品による損失に備えるため、過去の実績を基礎に将来
発生すると見込まれる金額を計上しております。

⑤ 退職給付引当金 従業員に対する退職給付に備えるため、当事業年度末に
おける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当
事業年度末において発生していると認められる額を計上
しております。なお、会計基準変更時差異（3,220,633
千円）については、14年による按分額を費用処理してお
ります。
過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期
間以内の一定の年数（14年）による按分額を費用処理し
ております。
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業
員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（14年）による
按分額を翌事業年度から費用処理しております。

　(7) 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額
は損益として処理しております。

　(8) ヘッジ会計の方法
① ヘッジ会計の方法 金利スワップについては、特例処理の要件を満たしてお

りますので、特例処理を行っております。
② ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段 金利スワップ取引
ヘッジ対象 借入金の金利
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③ ヘッジ方針 金利の相場変動に伴うリスクの軽減、資金調達コストの
低減を目的に金利に係るデリバティブ取引を行っており
ます。
投機目的のデリバティブ取引は行わない方針であります。

④ ヘッジ有効性評価の方法
金利スワップの特例処理の要件を満たしているため有効
性の判定を省略しております。

⑤ その他リスク管理方法のうちヘッジ会計に係るもの
デリバティブ取引に関する社内規定に基づき取引を行っ
ております。

　(9) 消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。また、たな卸資産に係る
控除対象外消費税等は当事業年度の負担すべき期間費用として処理しており、
固定資産に係る控除対象外消費税等は長期前払費用として計上し、５期間にわ
たり償却しております。

2. 会計処理の変更
　 資産除去債務に関する会計基準等

当事業年度より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平
成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会
計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用しております。
なお、この変更による損益への影響はありません。

3. 表示方法の変更
　 貸借対照表

前事業年度において投資その他の資産の「その他」に含めて表示しておりまし
た「保険積立金」は、金額的重要性が増したため、当事業年度より区分掲記し
ております。なお、前事業年度の「保険積立金」は203,672千円であります。
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4. 貸借対照表に関する注記
　(1) たな卸資産の内訳

製 品 1,086,508千円
仕 掛 品 543,665千円
原材料及び貯蔵品 923,977千円

　(2) 担保資産及び担保付債務
　 担保に供している資産は次のとおりであります。
　 銀行取引の担保に供している資産

建 物 1,325,971千円
土 地 4,583,331千円
合 計 5,909,302千円

　(3) 有形固定資産の減価償却累計額 9,748,024千円
　(4) 関係会社に対する金銭債権及び債務

関係会社に対する金銭債権 2,416,064千円
関係会社に対する金銭債務 163,705千円

　(5) 土地の再評価
土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）及び土地の
再評価に関する法律の一部を改正する法律（平成13年３月31日公布法律第19
号）に基づき、事業用の土地の再評価を行い、再評価に係る繰延税金負債を負
債の部及び土地再評価差額金を純資産の部に計上しております。

　 再評価の方法
土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）
第２条第５号に定める不動産鑑定士による鑑定評価により算出しておりま
す。

　再評価を行った年月日 平成13年３月31日
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5. 損益計算書に関する注記
(1) 返品調整引当金

　 売上原価には以下の金額が含まれております。
返品調整引当金戻入 △46,773千円
返品調整引当金繰入 43,931千円
合 計 △2,841千円

(2) 関係会社との取引高
売 上 高 4,125,240千円
仕 入 高 1,404,418千円
販売費及び一般管理費 55,304千円
営業取引以外の取引 108,277千円

(3) 災害による損失は、平成23年３月に発生した東日本大震災による損失を計上し
ており、その内容は以下のとおりであります。
たな卸資産廃棄損 2,439千円
固定資産修繕費用 1,253千円
取引先等に対する見舞金 450千円
被災者に対する自社製品の無償提供等 3,947千円
その他 302千円
合 計 8,392千円
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6. 株主資本等変動計算書に関する注記
　 自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末
(株)

増加
(株)

減少
(株)

当事業年度末
(株)

普通株式 17,063 ― ― 17,063

7. 税効果会計に関する注記
　 繰延税金資産及び繰延税金負債の主な発生原因別内訳

繰延税金資産
　賞与引当金 230,645千円
　退職給付引当金 960,687千円
　未払役員退職慰労金 27,571千円
　製品保証引当金 59,217千円
　返品調整引当金 17,875千円
　たな卸資産評価損 74,106千円
　その他 357,803千円
　評価性引当額 △294,633千円
繰延税金資産合計 1,433,273千円

繰延税金負債
　その他有価証券評価差額金 △20,752千円
　圧縮記帳積立金 △71,054千円
　その他 △203千円
繰延税金負債合計 △92,010千円
繰延税金資産の純額 1,341,263千円
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8. リースにより使用する固定資産に関する注記
リース取引に関する会計基準適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リ
ース取引

　（借主側）
　(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

工具、器具及び備品 合計
取得価額相当額 48,234千円 48,234千円
減価償却累計額
相当額 31,918千円 31,918千円
期末残高相当額 16,315千円 16,315千円

（注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低い
ため、支払利子込み法により算定しております。

　(2) 未経過リース料期末残高相当額
１ 年 内 5,187千円
１ 年 超 11,127千円
合 計 16,315千円

（注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占
める割合が低いため、支払利子込み法により算定しております。

　(3) 支払リース料等
　支払リース料（減価償却費相当額） 10,591千円

　(4) 減価償却費相当額の算定方法
　 リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法によっております。
　 オペレーティング・リース取引
　（借主側）
　 未経過リース料

１ 年 内 2,436千円
１ 年 超 ─千円
合 計 2,436千円
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9. 関連当事者との取引に関する注記
　 子会社等

属
性 名称

議決権 関連当事者との関係
取引の
内容

取引金額
(千円) 科目 期末残高

(千円)所有
割合
(％)

被所有
割合
(％)

役員の
兼任等

事業上
の関係

子
　
会
　
社

九州リオン㈱ 直接
100 ― 兼任

１人
当社製品の
製造販売

製品の
販売 1,113,660

受取手形
及び
売掛金

596,329

関東リオン㈱ 直接
100 ― 兼任

１人
当社製品の
販売

製品の
販売 692,810 売掛金 305,400

リオン計測器
販売㈱

直接
100 ─ 兼任

１人
当社製品の
販売

製品の
販売 370,418 売掛金 213,423

東海リオン㈱ 直接
90 ― 兼任

１人
当社製品の
販売

資金の
貸付 130,000 長期

貸付金 340,000

　(注) 1. 取引条件及び取引条件の決定方針
　 ・製品の取引価格については、一般的な市場価格を勘案し決定しております。
　 ・資金の貸付については、市場金利を勘案して合理的に利率を決定しております。
　2. 東海リオン㈱に対する長期貸付金については、当事業年度において67,888千円の貸倒引
　当金繰入額を計上し、当事業年度末に276,539千円の貸倒引当金を計上しております。

10. １株当たり情報に関する注記
　(1) １株当たり純資産額 883円88銭
　(2) １株当たり当期純利益 46円12銭

11. 重要な後発事象に関する注記
　 該当事項はありません。
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　会計監査人の監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書

平成23年５月23日

リ オ ン 株 式 会 社

　取締役会 御中

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員　公認会計士 樽 本 修 平 ㊞
指定有限責任社員
業務執行社員　公認会計士 植 村 文 雄 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、リオン株式会社の平成
22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すな
わち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注
記表について監査を行った。この連結計算書類の作成責任は経営者にあり、当監
査法人の責任は独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠
して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽の表
示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎
として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ
て行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討すること
を含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎
を得たと判断している。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認め
られる企業会計の基準に準拠して、リオン株式会社及び連結子会社から成る企業
集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点に
おいて適正に表示しているものと認める。
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記
載すべき利害関係はない。

以 上
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　会計監査人の監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書

平成23年５月23日

リ オ ン 株 式 会 社

　取締役会 御中

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員　公認会計士 樽 本 修 平 ㊞
指定有限責任社員
業務執行社員　公認会計士 植 村 文 雄 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、リオン株式会社
の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの第90期事業年度の計算書類、
すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並び
にその附属明細書について監査を行った。この計算書類及びその附属明細書の作
成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から計算書類及びその附
属明細書に対する意見を表明することにある。
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠
して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に
重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査
は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並び
に経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附
属明細書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として
意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に
公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明
細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示し
ているものと認める。
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記
載すべき利害関係はない。

以 上
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　監査役会の監査報告書 謄本

監 査 報 告 書

　当監査役会は、平成22年４月１日から平成23年３月31日までの第90期事業年
度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審
議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。
1. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
　監査役会は、監査の方針、監査計画を定め、各監査役から監査の実施状況及
び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執
行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
　各監査役は、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情
報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会その他重要な会議
に出席し、会社の状況の把握と重要案件の審議経過を聴取するほか、取締役及
び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を
求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所における業務及び財
産の状況を調査いたしました。また、事業報告に記載されている取締役の職務
の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社の
業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項
及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基
づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等
からその構築及び運用の状況について適宜報告を受け、必要に応じて説明を求
め意見を表明いたしました。子会社については、子会社の取締役等と意思疎通
及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社に赴きその事業及び財産の状況を
調査いたしました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びそ
の附属明細書について検討いたしました。
　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施してい
るかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況につい
て報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務
の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各
号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会
計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求め
ました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る計算書類（貸借対照表、損
益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに
連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書
及び連結注記表）について検討いたしました。

― 40 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2011年05月25日 14時10分 $FOLDER; 40ページ （Tess 1.40 20110126_02）



2. 監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果
一 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正し
く示しているものと認めます。
二 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する
重大な事実は認められません。
三 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。
また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務
の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認
めます。
(3) 連結計算書類の監査結果
　会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認
めます。

　 平成23年５月25日
リオン株式会社 監査役会
常勤監査役 山 本 敏 雄 ㊞
監 査 役 伊 藤 幸 雄 ㊞
監 査 役 石 谷 勉 ㊞

(注) 監査役伊藤幸雄及び監査役石谷 勉は、会社法第２条第16号及び第335条
第３項に定める社外監査役であります。

以 上
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株主総会参考書類

議案及び参考事項

　 第１号議案 剰余金の処分の件
　当社は、株主様に対する利益還元を経営の重要政策のひとつと認識しており、
経営基盤強化のために内部留保の充実を図りながら、継続的な配当の維持と業
績に応じた配当水準の向上に努めることを基本方針としております。
　この基本方針に基づき、当事業年度の業績傾向及び今後の事業環境を考慮し、
以下のとおり期末配当及びその他の剰余金の処分をさせていただきたいと存じ
ます。
１．期末配当に関する事項
（１）配当財産の種類

金銭といたします。
（２）株主に対する配当財産の割当に関する事項及びその額

当社普通株式１株につき金18円 配当総額 188,548,866円
（３）剰余金の配当が効力を生じる日

平成23年６月27日
２．剰余金処分に関する事項
（１）増加する剰余金の項目及びその額

別途積立金 200,000,000円
（２）減少する剰余金の項目及びその額

繰越利益剰余金 200,000,000円

　 第２号議案 取締役５名選任の件
　取締役全員（５名）は本総会終結の時をもって任期満了となりますので、取
締役５名の選任をお願いいたしたいと存じます。
　取締役候補者は、次のとおりであります。
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候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、当社における地位及び担当
並びに重要な兼職の状況

所有する当社
株式の数

１
井
い の う え
上　清

き よ つ ね
恆

(昭和23年12月31日生)

昭和46年４月 ㈱日本興業銀行入行

24,600株

平成５年４月 同行検査部検査役
平成10年３月 当社出向市場開発部長
平成12年３月 当社入社経営企画室長
平成13年６月 当社取締役経営企画室長
平成14年５月 当社取締役経営管理統括部長
平成15年１月 当社取締役副社長

兼経営管理統括部長
平成15年４月 当社代表取締役社長

現在に至る

２
清
し み ず
水　健

け ん い ち
一

(昭和28年10月22日生)

昭和53年４月 当社入社

20,300株

平成15年４月 当社経営管理統括部経理部長
平成15年６月 当社取締役経営管理統括部長
平成16年４月 当社取締役管理統括部長
平成18年７月 当社常務取締役管理統括部長
平成19年６月 当社常務取締役経営企画統括部長
平成21年６月 当社取締役常務執行役員

経営企画統括部長
平成22年４月 当社取締役常務執行役員

グループ経営戦略室長
現在に至る

３
吉
よ し か わ
川　教

き ょ う じ
治

(昭和23年７月６日生)

昭和42年４月 当社入社

19,800株

平成14年５月 当社技術統括部音測技術部長
平成15年４月 当社技術統括部副統括部長

兼計測器技術部長
平成15年６月 当社取締役技術統括部副統括部長
平成16年12月 当社取締役技術統括部長
平成21年６月 当社取締役執行役員技術統括部長
平成22年４月 当社取締役上席執行役員
　 Ｒ＆Ｄセンター長

現在に至る
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候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、当社における地位及び担当
並びに重要な兼職の状況

所有する当社
株式の数

４
山
や ま し た
下　充

み つ や す
康

(昭和13年５月20日生)

昭和54年３月 工学博士（東京大学）

67,500株

昭和62年７月 当社顧問
平成６年10月 財団法人小林理学研究所理事長

現在に至る
平成７年６月 当社取締役

現在に至る

５
※ 山

や ま も と
本　敏

と し お
雄

(昭和23年８月13日生)

昭和47年４月 当社入社

7,300株

平成16年４月 当社監査部長
平成17年４月 当社管理統括部法務部長
平成17年６月 当社管理統括部法務部長

兼補欠監査役
平成18年６月 当社監査役

現在に至る

（注）1. ※は新任候補者であります。
2. 各取締役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
3. 山下充康氏は、社外取締役候補者であります。
4. 山下充康氏を社外取締役候補者とした理由は、経営に対する監督機能の強化を期待すると
ともに、社内とは異なる視点からの意見を仰ぐことにより、意思決定の質の向上を期待す
るためであります。同氏の当社社外取締役就任期間は本総会終結の時をもって16年となり
ます。

5. 山本敏雄氏は現在監査役在任中でありますが、本総会終結の時をもって、任期満了により
監査役を退任する予定であります。

6. 当社は社外取締役として有能な人材を迎えることができるよう、社外取締役との間で、当
社への損害賠償責任を一定範囲に限定する契約を締結できる旨を定款で定めており、社外
取締役候補者山下充康氏は、当社との間に当該責任限定契約を締結しております。その契
約内容の概要は次のとおりであります。
・社外取締役が任務を怠ったことによって当社に損害賠償責任を負う場合は、会社法第
425条第１項の最低責任限度額を限度として、その責任を負う。
・上記の責任限定が認められるのは、社外取締役がその責任の原因となった職務の遂行に
ついて善意でかつ重大な過失がないときに限るものとする。
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　 第３号議案 監査役１名選任の件
　本総会終結の時をもって監査役山本敏雄氏が任期満了となります。つきまし
ては、監査役１名の選任をお願いいたしたいと存じます。

　 なお、本議案につきましては、監査役会の同意を得ております。
　 監査役候補者は、次のとおりであります。

氏 名
(生 年 月 日)

略歴及び当社における地位
並びに重要な兼職の状況

所有する当社
株式の数

※ 山
や ま ね
根　 昇

のぼる

(昭和21年７月16日生)

昭和44年10月 当社入社

10,600株

平成16年４月 当社経営企画室部長
平成17年４月 当社経営企画室副室長
平成18年６月 当社経営企画室副室長

兼補欠監査役
平成19年４月 当社顧問兼補欠監査役
平成19年６月 当社取締役管理統括部長
平成21年６月 当社執行役員管理統括部長
平成22年４月 当社上席執行役員管理支援本部長

現在に至る
（注）1. ※は新任候補者であります。

2. 監査役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

　 第４号議案 補欠監査役２名選任の件
　本総会開始の時をもって、補欠監査役小川浩賢氏並びに瀬下正明氏の選任の
効力が失効いたしますので、あらためまして補欠監査役２名の選任をお願いい
たしたいと存じます。
　社外監査役である伊藤幸雄氏及び石谷勉氏の補欠社外監査役候補者として小
川浩賢氏、今回選任予定の山根昇氏の補欠監査役候補者として瀬下正明氏とい
たします。
　なお、補欠監査役選任に係る決議の効力は、定款の定めにより、選任後２年
以内に終了する事業年度のうち、最終のものに関する定時株主総会の開始の時
までとなります。

　 また、本議案の提出につきましては、監査役会の同意を得ております。
　 補欠監査役候補者は、次のとおりであります。
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候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日)

略歴及び当社における地位
並びに重要な兼職の状況

所有する当社
株式の数

１
小
お が わ
川　浩

ひ ろ ま さ
賢

(昭和38年11月21日生)

平成５年４月 東京第二弁護士会登録

－ 株

小島国際法律事務所入所
平成12年１月 小島国際法律事務所パートナー

現在に至る
平成17年６月 当社補欠監査役

現在に至る

２
瀬
せ し も
下　正

ま さ あ き
明

(昭和35年１月９日生)

昭和57年４月 当社入社

4,000株

平成19年４月 当社経営企画室部長
平成19年６月 当社経営企画室企画推進部長
平成21年４月 当社生産統括部生産管理部長
平成21年６月 当社生産統括部生産管理部長

兼補欠監査役
平成22年４月 当社医療機器事業部事業企画部長

兼補欠監査役
現在に至る

（注）1. 各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
2. 小川浩賢氏は、補欠の社外監査役候補者であります。
3. 小川浩賢氏を補欠の社外監査役候補者とした理由は、弁護士として広い分野において高い
見識を有しておられ、法律的見地から監査機能を発揮していただけることを期待するため
であります。

以 上
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〈メ モ 欄〉
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株主総会会場

〈ご案内地図〉
東京都国分寺市東元町三丁目20番41号
リオン株式会社 本社（大会議室)

　 ●JR国分寺駅南口から徒歩７分、バス３分「泉町一丁目」下車
　 ●JR西国分寺駅から徒歩15分
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